
第１回 流総計画再構築検討会 資料 ４

生活排水処理施設の再編・広域
共同化に関する秋田県の取組

秋田県建設部秋田県建設部
下水道課
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秋田県の秋田県の概要概要
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■面積 11 636km2 (H24 10 1）

秋田県の概況
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八峰町

大館市

鹿角市

大館処理区

米代川流域

■面積 11,636km2 (H24.10.1）
・全国６位
・東京都＋千葉県＋埼玉県と同程度
・森林面積 ７０％

■位置 北緯４０°上

八竜町

井川町
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・北京、マドリード、ニューヨークなど

■人口 1,063千人 (H24.10.1）
・全国３８位
・人口密度 ９１人/km2

(北海道 岩手県に次ぐ）
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井川町

臨海処理区

秋田湾・雄物川流域

(北海道、岩手県に次ぐ）

■市町村 ２５市町村
・平成の大合併により６９→２５へ

秋田県の流総計画概要
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秋田県の流総計画概要脈

(行政区域面積)

S56 9 16 H7年度秋 湾 雄物

区域
市町村数

策定状況

策定年度変更回数 目標年度
流域面積

当初

にかほ市

横手市

由利本荘市

羽後町

東

横手処理区

子吉川流域 S56.9.16 H7年度

現行 (第3回変更) H17.4.1 H32年度

S59.9.18 H7年度 (4市3町1村) (約4,200㎞2)
現行 (第1回変更) H17.1.5 H27年度 5市4町1村 約4,400㎞2

S63.5.30 H7年度子吉川 当初
1市 約1 400㎞2

秋田湾・雄物川
流総計画

米代川
流総計画

当初

当初
7市6町2村 約6,000㎞2

湯沢市

東
成
瀬
村

2

鳥海山

宮城県山形県

現行 (第1回変更) H11.2.26 H22年度

※米代川流総計画の区域市町村数及び流域面積の下段は青森県、岩手県との合計

流総計画
1市 約1,400㎞2



秋田県の人口動態秋田県の人口動態

○秋田県は、昭和５７年以降一貫して減少（全国は平成２０年をピークに減少へ）
○秋田県は、平成１７→２２年の５年間に約６万人（年1．2万人、年1％）減少
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○社人研の予測では２０１０→２０４０年の３０年間で
・秋田県の人口減少率は３５．６％で全国最大（全国では１６．２％）

秋田市を除けば３９％減少
・１３市町村（過半数）が、４０％以上の減少
・うち４町村は５０％以上減少
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生活排水（汚水）処理人口普及率生活排水（汚水）処理人口普及率 （（H23H23年度年度

末）末）
普及率 (H24年度末 速報）○秋田県の普及率は、８１．３％、全国２５位 (H24速報値：８２．７％）

○全国平均と比較し、農業集落排水の比率が高い
○秋田市を除けば 人口規模が小さいほど普及率は上がる○秋田市を除けば、人口規模が小さいほど普及率は上がる

（全国的には人口規模が小さいほど普及率は下がる）
○人口規模が５～１０万人都市の普及率が特に遅れている(下水道普及率も同様）
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秋田県 人口規模別 普及率 （Ｈ２３末）
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農：18.7%

浄：14.2%
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県平均普及率 81.3% 78.2%
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農：11.1%

浄：10.6%

全国 人口規模別 普及率 (H23末）
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人口規模
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0 0

10万人以上 10～5万人 秋田県計 全国

320,904 462,547 1,086,018 123,350,023

308,434 337,511 883,020 108,105,734
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横手市
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大仙市

合計
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秋田県内秋田県内
生活排水処理事業の現状生活排水処理事業の現状

鹿角処理区

平成７年４月

１市１町

17千人

62%

大館処理区

平成４年４月

１市

36千人

57% 生活排水処理事業の現状生活排水処理事業の現状

流域下水道事業

○２流域５処理区で実施（管渠整備は概成、増設・長寿命化が主）

公共下水道事業

○１５/２５市町村が流域関連公共下水道
○県人口の約１/２、下水道計画人口の約２／３を対象
○湖沼法対象の八郎湖は、流域下水道幹線が取り囲む

公共下水道事業

臨海処理区

昭和５７年４月

３市４町１村

330千人

○２４／２５市町村で実施（他の1村は全域村設置浄化槽事業）
○１４市町村が単独公共、１５市町村が流域関連
○面整備概成が７町村

集落排水等事業94%

大曲処理区

昭和６３年４月

２市１町

38千人

○２２／２５市町村で実施
○農集実施地区 ２０１地区（うち供用済み１９８地区）
○漁集５，林集３，簡易排水・小規模排水計１３地区（供用済み）

合併浄化槽事業

38千人

69%

横手処理区

平成元年４月

１市

44千人

○２１／２５市町村で実施
○市町村設置 ５， 個人設置型 ２０

県内の処理場数

県・市町村の組織
69%

○県は、下水道、農集、合併浄化槽
３事業を、建設部下水道課で所掌

5

凡 例

流域下水道処理場

単独下水道処理場

農集処理場

漁集処理場

処理開始年月 昭和５７年４月

流域関連市町村 ８市６町１村

処理可能人口 466千人

人口普及率 83%

流域合計

流域 処理場

公共 処理場

農集 処理場

漁集 処理場

事業を、建設部下水道課 所掌
○市町村は

農集：全て下水道担当課が所掌
浄化槽：８割が下水道担当課所掌



下水道事業等の経営状況下水道事業等の経営状況 秋田県内市町村秋田県内市町村
（（H23H23年度年度末）末）（（H23H23年度年度末）末）

○県内市町村の下水道債(企業債)の残高は、約３，３５０億円
○企業債残高の６５％が下水道債（集落排水等含む）
○県内市町村の 般会計総額（約5 600億円）の６割に相当

○県内市町村の下水道+農集の経営規模は約３００億円
○基準外操出は約７４億円
○経費回収率は下水道 ６３％ 農集 ３７％

企業債（地方債）現在高 管理運営費の内訳(下水道、農集）

○県内市町村の一般会計総額（約5,600億円）の６割に相当
○下水道債残高は,平成１９年度以降減少へ

○経費回収率は下水道：６３％、農集：３７％
○農集は維持管理費回収率が１００％に満たず（８２％）

地方債償還金

企業債（地方債）現在高の推移

地方債償還金

＜下水道＞ ＜農集＞

経費回収率(下水道、農集）

（％） 経費回収率
経費回収率

(維持管理費）
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下水道 62.7 156.6

農集 37.1 82.1

※経費回収率は、公費で負担すべき部分を除く



秋田県内生活排水処理事業の課題秋田県内生活排水処理事業の課題

未普及地域の解消 人口減少下の水量変化全体フレーム ４６３千人

75千人
86千人302千人○県人口の4割を占める５－10 ○人口は減少を続けるが 水

16.3% 86千人

18.5%

整

302千人

65.2%

109千人

36.0%

7千人

9.3%

50千人

58 0%

○県人口の4割を占める５ 10
万人都市の普及率向上が課題

○5－10万人都市の下水道は
いまだ１／３が未整備
（該当人口の23％に相当）

○人口は減少を続けるが、水
洗化人口は当面増加

(整備途上の公共下水道）

○水量減少が見込まれる中
当面の水量の伸びにどう

下水道 農集 合併

193千人

64.0%

整
備
率

68千人

90.7%
36千人

42.0%

58.0%

人口減少と水洗化人口予測

（該当人口の23％に相当）

○個別処理計画区域は、
６割が未整備

○集合から個別処理に変更

当面の水量の伸びにどう
対応するか

○増設、更新の施設規模の
見極めが課題

改築更新等の負担増加 接続率の向上

下水道 農集
等

合併
浄化槽

５－10万人都市の整備状況

人口減少と水洗化人口予測
（流域下水道区域内）

○集合 ら個別処理 変更
した場合の普及促進策が
更なる課題

改築更新等の負担増加 接続率の向上

○処理場はまもなく更新時期
のピークを迎える

○資本費のみ今後増加

○生活排水処理全体：８１％、下水道：７８％(H23末）
全国平均より△１５％、東北平均より△８％(H２２末）

○県内地域差が大（8振興局別 最大８６％ 最小５６％）

汚泥利活用率の向上

○資本費のみ今後増加へ

○特に集落単位に作られた
処理場は、単純更新の前に
施設の再編検討が課題

○県内地域差が大（8振興局別 最大８６％,最小５６％）
総数
191箇所
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農集処理場の年度別供用数
（統合により廃止された箇所を含む）

○下水道県全体： ５６％
(全国平均78％、東北他県７９～１００％ （H22年度））



県と市町村の連携・協働の取組県と市町村の連携・協働の取組 （その１）（その１）

生活排水処理
サ ビスの

必要な取組

サービスの
継続的提供

最大の課題最大の課題
大幅な人口減少化での
事業運営

○収入減(水量減）
○施設稼働率低下
○水処理の不安定化

生活排水処理施設生活排水処理施設 再編 統合再編 統合

■推進の枠組み

各事業者単独では対応困難各事業者単独では対応困難各事業の枠組みを超えた連携へ各事業の枠組みを超えた連携へ

生活排水処理施設の生活排水処理施設の再編・統合再編・統合

にによるよる処理機能の集約化処理機能の集約化

流域下水道処理施設を核とした場合のイメージ 汚泥処理
共同処理共同処理

■推進の枠組み

■集約化の手法

「秋田県生活排水処理事業連絡協議会」「秋田県生活排水処理事業連絡協議会」の設置(H22年度）
県： 関係３ 課長、市町村：県内全市町村３事業担当課長

(オブザーバ) 県内全し尿処理事業管理者 で構成

流域(公共）へ接続接続

水
処
理

接
続
接
続

共同処理共同処理

■実施・進行管理手法

公共処理場 33

農集等処理場 203

し尿処理場 15

水処理機能

汚泥処理機能

流域(公共）へ接続接続

農集等の統合統合

流域等と共同処理共同処理
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■実施・進行管理手法

「あきた循環のみず推進計画」「あきた循環のみず推進計画」の策定(H24年度）
・県と市町村による行動計画
・目標指標目標指標による進行管理 普及率 水洗化率 経費回収率 管理経費・施設更新費削減 職員数減への対応 経営基盤強化経営基盤強化



県と市町村の連携・協働の取組県と市町村の連携・協働の取組 （その２）（その２）

あきた循環のみず推進計画推進状況あきた循環のみず推進計画推進状況

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６以降Ｈ２２・２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６以降Ｈ２２・２３

「秋田県生活排水処理
事業連絡協議会」設立

(H22年度）

「あきた循環のみず
推進計画」策定

計画策定協議
進行管理

流総計画見直し(米代川）

「３期県生活排水処理
整備構想」中間見直し

流総計画見直し(雄物川）

「４期県生活排水処理整備構想」
策定準備 (大幅見直しの方向）

汚水・汚泥処理の
広域共同化・接続等

可能性調査

秋田市し尿処理場 流域接続
農集排8施設 流域接続

(八郎湖関連）

市町村等の意向確認、個別協議

個別事業の実施

流総計画見直し(米代川）

「秋田県汚泥処理総合
計画」見直し

流総計画見直し(雄物川）

流域下水道等接続協議、個別事業の実施計画検討（汚水・汚泥処理）
×（県・市町村・組合）

( 水 集排 浄化槽）

地区別広域汚泥処理事業計画策定へ

経営改善に向けた経営改善に向けた市町村へ情報提供の事例市町村へ情報提供の事例

(八郎湖関連）
個別事業の実施×(下水・集排・浄化槽）

各市町村別
下水道 農集 合併浄化槽別

計画人口あたり農集処理場建設費 実利用人口あたり維持管理単価各市町村の経営状況に関する各種データの提供

各年
下水道、農集、合併浄化槽別

○歳入：使用料
○歳出：維持管理費、公債費
○基準内繰入金
○有収水量
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○有収水量
○使用料単価
○汚水処理原価、維持管理単価
○経費回収率 など



再編・統合の事例再編・統合の事例 （流域下水道接続）（流域下水道接続）

浦大町地区（H7.4.1供用開始）

H25.3.28下水道接続
臨海処理区

Ｎ

小池地区（H3.3.1供用開始）

H25.3.28下水道接続

上山内地区（H11.5.1供用開始）

H25.3.28下水道接続

立地 （H8 4 1供用開始）羽立地区（H8.4.1供用開始）

H24.12.20下水道接続

湖岸地区（H4.4.27供用開始）

H24.12.20下水道接続

葹田地区（H14.4.1供用開始）

H25.3.31下水道接続

井内地区（H7.4.20供用開始）

H25 3 31下水道接続大崎地区（S64 1 1供用開始） H25.3.31下水道接続

豊川地区（H14.3.19供用開始）

H23高度処理化

大崎地区（S64.1.1供用開始）

H22.11.1下水道接続

事例事例 ②②

金足１期・２期地区（H25.4.1供用開始）

H25.4.1下水道接続

H19～H24新規整備

流域下水道

秋田臨海処理センター
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向浜事業所（し尿処理場）

H24年度 下水道接続

凡 例

高度処理化

下水道接続

事例事例 ①①



事例①事例① 秋田市秋田市汚泥再生処理汚泥再生処理センター接続センター接続

流域下水道
臨海処理ｾﾝﾀｰ臨海処理ｾﾝﾀ

秋田市

新施設建設 下水道接続 増　減

２，７００ ８９０ △１，８１０

□改築更新

　(百万円）

秋田市街秋田市街

秋田市
汚泥再生処理ｾﾝﾀｰ 接続前（Ｈ２３） 接続後（Ｈ２５） 増　減

１０名（常駐） 1名（非常駐） △９名

１８０ １６０ △２０維持管理費
（百万円） ※今年度はあくまで当初予算ベ スの見込額

□維持管理

職員数

※Ｈ２５は当初予算ベース 職員人件費含まず

Ｎ
秋田市街秋田市街

処理方式の比較処理ｾﾝﾀｰ 全景

（百万円） ※今年度はあくまで当初予算ベースの見込額※Ｈ２５は当初予算ベース、職員人件費含まず

秋田市資料

11
流域下水道
臨海幹線

市公共下水道
経由で 接続



事例②事例② 農業集落排水処理施設接続（潟上市）農業集落排水処理施設接続（潟上市）

●維持管理費の概算比較（大崎地区）
Ｔ

Ｔ

接続管渠 L=約700m
（圧送管Φ150mm）

Ｈ２１年度
（単独処理）

Ｈ２４年度
（公共接続）

500万円 300万円

Ｔ

羽立地区
（計画950人）

接続管渠 L=約2,200m 大崎地区
（計画980人）

（H24年接続） 500万円 300万円
（MP＋流域負担金）

年間 200万円の低減湖岸地区
（計画800人）

接続管渠 L 約2,200m
（圧送管Φ150mm）

（計画980人）

（H22年接続）

●更新・接続の比較（湖岸・羽立地区）

処理場更新 接続
Ｔ

大崎地区
（計画980人）

（H24年接続）

湖岸地区
（計画800人）

処理場更新 接続

70百万円

170百万円

45百万円

140百万円
羽立地区 170百万円 140百万円
羽立地区

（計画950人）

240百万円 185百万円

12

更新費55百万円の低減



統合によるエネルギー削減効果の事例統合によるエネルギー削減効果の事例((参考）参考）

浦大町地区

小池地区
上山内地区

上山内地区 井内地区

生活排水処理施設の統合による使用電力の変化の状況(流域下水道臨海処理区）

羽立地区湖岸地区 葹田地区

井内地区

豊川地区（H14.3.19供用開始）

H23高度処理化

大崎地区

小池地区

山 区

葹田地区浦大町地区

井 区

金足地区
秋田市

(し尿処理場)
流域下水道

臨海処理

センター出戸Ｐ 飯島Ｐ飯田川Ｐ

大川Ｐ

竜馬Ｐ
H23高度処理化

金足地区

流域下水道

秋田臨海

処理センター

凡 例

下水道接続
湖東地区

羽立地区

大崎地区

削減量 削減率

処理量 電気使用量 単位量(A) 処理量 電気使用量 単位量(B) A－B １－(B／Ａ)

(m3) (kwh) (kwh/m3) (m3) (kwh) (kwh/m3) (kwh/m3) (％)

農集８地区計 30 957 64 224 2 07 25 360 9 014 0 36 1 71 83%

接続地区名

接続前(H21.5) 接続後(H25.5)■事例
○接続施設

・農業集落排水処理施設(８施設）、し尿処理施設(１施設）
○受け入れ施設 農集８地区計 30,957 64,224 2.07 25,360 9,014 0.36 1.71 83%

秋田市し尿処理場 4,230 296,170 70.02 3,954 52,309 13.23 56.79 81%

35,187 360,394 10.24 29,314 61,323 2.09 8.15 80%

削減量 削減率
処理量 電気使用量 単位量(A) 処理量 電気使用量 単位量(B) A－B １－(B／Ａ)
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

計

関連流域施設
接続前(H21.5) 接続後(H25.5)

○受け入れ施設
・中継ポンプ場(５施設）、流域下水道処理場(１施設）

○条件
・使用電力量は統合前のＨ２１．５月とＨ２５．５月を比較
・処理量の増減を考慮し、単位電力量で比較

(m3) (kwh) (kwh/m3) (m3) (kwh) (kwh/m3) (kwh/m3) (％)

流域５ポンプ場計 1,675,391 254,346 0.150 1,875,555 272,150 0.150 0.00 0%

臨海処理センター 1,629,080 613,731 0.38 1,972,497 635,194 0.32 0.06 16%

3,304,471 868,077 0.26 3,848,052 907,344 0.24 0.02 8%

3,339,658 1,228,471 0.37 3,877,366 968,667 0.25 0.12 32%

計

合　　　計

■結果
○接続施設で平均単位使用電力量が平均８０％減少
○流域下水道施設で平均８％減少
○全施設で３２％減少(し尿処理場除いても１４％減少）
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3,339,658 1,228,471 0.37 3,877,366 968,667 0.25

3,335,428 932,301 0.28 3,873,412 916,358 0.24 0.04 14%

・１～８のＨ２５．５の処理量は、Ｈ２４年度の月平均値。

合 計

（し尿処理場を除いた場合）
○運営コストに加え、エネルギー削減効果あり



ありがとうございました。
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